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はじめに 

近年、多様な介護ロボット等が姿を現す中、福祉用具にも注目される先進的な機器が登場してきて

いる。それらは新規の技術開発やＩＣＴの活用によって、従来、実現困難であったことを可能とし、

利用者のＱＯＬ向上に大きく寄与する機器群である。 

本稿ではそれら福祉用具等の中から、筆者が注目する３機種についてその特長や活用の効用などに

触れ、それらの開発の背景や共通点などについて簡略に考察する。 
 

1――福祉用具の概要 

福祉用具等1には極めて多種多様の製品群があり、毎年、東京で開催される国際福祉機器展では２万

点とも言われる製品群が展示される。まず福祉用具の定義について簡略に確認をしておきたい。 

「福祉用具」という用語は、平成５（1993）年 10月に施行された「福祉用具の研究開発及び普及の

促進に関する法律（以降、福祉用具法）」の第二条で「心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障の

ある老人又は心身障害者の日常生活上の便宜を図るための用具及びこれらの者の機能訓練のための用

具並びに補装具をいう。」と定義されている。具体的には車いすやリフト等の一般的な福祉用具の他に

も治療訓練用具（リハビリテーション用など）や障がい者用の補装具（義肢・装具など）など、非常

に幅広い製品群2を含んでいる。また、この法律が施行される以前には福祉機器や介護機器、介護用品

等々の様々な呼び方がされており、その経緯から現在も福祉機器などの呼び方がされるケースもある。 

また、様々な福祉用具を真に必要とする人には国や自治体による支援策が設けられている。介護保

険の居宅サービスの一つである福祉用具貸与事業では、現在、介護保険適用が認められた車いすから

自動排泄処理装置までの 13種目に含まれる多数の福祉用具が、要介護（要支援を含む）認定を受けた

人（機器ごとに要介護度や状態像の要件もある）へ、通常のレンタル費用の１～２割の自己負担で貸

与されている。このほかにも、他の法律等によって補装具や日常生活用具等の各種支援事業がある。 

このような福祉用具等の開発にも近年、技術革新による新たな機器が登場しており、次章で触れる。 

                                                
1 本稿では明確な定義がされていない介護ロボット等を含む場合は福祉用具等、福祉用具法に準ずる場合は福祉用具と表記する。 

2 国内における福祉用具の分類には、福祉用具の国際規格（ISO9999）を元としつつ公益財団法人テクノエイド協会による分類コード（CCTA９５）があ

り、登録された福祉用具が同協会の情報システム TAISで情報提供されており、ホームページより検索ができる。 
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2――技術革新が進む福祉用具 

近年、新たな価値を提供する高機能の福祉用具等が多数登場している。以下では、その中から特に

注目すべき３機種について、それらの新しい機能や特長、利用者への効用について触れる。 
 

1｜電動車いす「ＷＨＩＬＬ」（肢体障害者用）：（WHILL株式会社）  

図表－１の近未来的なデザインの機器は、

ＷＨＩＬＬ株式会社が製造を行い、グッド

デザイン大賞 2015（内閣総理大臣賞）のほ

か多数の賞を受賞している電動車いすであ

る。 

＜特長等＞ 

特長の一つ目は、四輪駆動であるためデ

コボコ道や芝生などを走破できる点にある。

前輪がオムニホイールと呼ばれる特殊な構

造の車輪で、進行方向に対して横方向にも

回転するため小回りが効き、その場での旋

回（最小回転半径 70センチメートル）も行

なえる。二つ目の特徴は、7.5 センチメー

トルまでの段差であれば、安全に乗り越え

ることができ、10度の傾斜を上ることもで

きる点である。従来の電動車いすでは、未舗装道路や芝生の走行、さらに段差を乗り越えるというこ

とが困難であったが、この機器はそれらの制約を技術力で突破して、ユーザーに新たな価値の提供を

実現している点が注目される。 

＜操作方法＞ 

筆者は過去、展示会において同機に試乗したが、初めて乗った時点から自由自在に動かすことが可

能であった。その操作については、右アーム上部にあるパソコンの小型マウスのようなコントローラ

ーを使ってスタート・ストップと方向転換を極めて簡単に行なうことが出来る。スピードは左アーム

上部のレバーで３段階の調整が可能（最高速度６km/h）であり、勿論、歩道を走行することができる。

さらに、部屋の隅などに置いてある WHILL Model Ａへ、下肢の不自由な人が移乗する際には、手許に

あるアイホンやアイパッドで専用アプリを使って、自身の傍らへ呼び寄せる遠隔操作も可能である。

これらはユーザー目線での使い勝手の良さの追求の結果であろう。 

＜効用・その他＞ 

この走破能力を高めた高機能でスタイリッシュな製品の効用は、従来の電動車いすの制約された活

動範囲を大幅に拡大できる点にあり、利用者のＱＯＬ向上に大きく寄与できよう。 

また同機は 2014 年 9 月から販売が開始され、2015 年７月には介護保険制度の福祉用具貸与の対象

商品となっている。さらに、2016年２月には米国ＦＤＡより医療機器として認可がおり、今後の中長

期的な事業拡大が大いに期待されよう。 

図表－１「WHILL－モデル A」の外観 

（写真提供）WHILL株式会社 
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2｜分身ロボット「ＯｒｉＨｉｍｅ（オリヒメ）」：（株式会社オリィ研究所） 

図表－２の高さ 20センチメートルの小型ロボットは、コミュニケーションを支援する「分身ロボッ

ト」で、この「分身」とは、利用者の代理を意味している。開発者は「心の車いす」とも表現する。 

＜特長等＞ 

このロボットの特徴的な顔のデザインについての開発

者の意図は、「様々な表情に見える」能面を参考にしたと

いう。本体にはマイク、スピーカー、カメラ（眉間上）

を内蔵し、ネットを使ってビデオ通話ができる。さらに、

スマホやＰＣで専用アプリを使って首を上下左右に自由

に動かして、内蔵カメラで見たいところを見ることが出

来る。また、モーションボタンを使って簡単に「手を挙

げる」「拍手する」などの感情表現が可能である（図表－

３）。 

＜活用例＞ 

この「分身ロボット」の活用について、実際の活用シ

ーンを交えて触れてみよう。ある小学生が入院を余儀な

くされたが、このオリヒメを導入し、家庭の団欒の場に

オリヒメの姿で加わった。病院のベッド上の小学生は、

ネットを経由して家族の姿を端末で見ながら会話に加わ

り、モーションボタン(図表－３のパッド端末の画面右端

縦の「 」ボタン)を使ってオリヒメを動かし自分の存在感をアピールしつつ、離れたところに居る家

族とのコミュニケーションを大いに楽しんだ。 

これは一例であり、そのほかの多数の事例が同社

のホームページに紹介されている。例えば、様々な

理由で外出や会合への参加が出来ない人の“分身”

として、オリヒメを屋外や学校の教室、また参加が

できなかった海外での結婚式などへ“代理出席”さ

せ、友人や知人とのコミュニケーションを取りなが

らその場に参加する、などの内容である。対象者は

子どもからおとなまで年齢は問わず、健常な人も難

病で寝たきりの人も利用できうる。 

＜効用等＞ 

開発者によると、この開発コンセプトは「孤独感の解消と社会参加」であるという。オリヒメの機

能をフル活用することで、さらに多様な活用シーンが広がろう。スマートフォンなどのビデオ会話を

超える、深みのあるコミュニケーションの実現で、“参加している”という感覚が得られ、利用者とそ

の場に居合わせる人々のＱＯＬを高めることに寄与しよう。様々なレンタル制度も設けられているの

で、さらに多様な活用方法が生み出されることを期待したい。 

図表－２ 「ＯｒｉＨｉｍｅ」の外観 

（注）専用アプリで操作（画面右端の○がモーションボタン） 

（写真提供）株式会社オリィ研究所 

（注）厚生労働省「平成27年度障害者自立支援機器等

開発促進事業」採択開発テーマ 

（写真提供）株式会社オリィ研究所 

図表－３ タブレットによる操作シーン 
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3｜卓上型対話支援システム「comuoon（コミューン）」 ：（ユニバーサル・サウンドデザイン株式会社） 

図表－４のマイクとスピーカー、アン

プのシステムは、話者側と軽度・中度の

難聴者側の間に置いて、 “聴こえの支援”

を行なう「卓上型対話支援システム」で

ある。 

＜特長等＞ 

一般的に加齢に伴う生理的変化によっ

て、高齢者の多くに高い音域の声が聞き

づらくなる難聴が生じることが広く知ら

れており、また、個人差も大きいと言わ

れている。このほかにも、難聴には騒音

性など様々な種類があり、自身が難聴で

あることの自覚がない人も少なくないと

言われている。難聴の人との会話経験の

ある人には直ぐに理解されようが、話者

側と難聴者の両者にとって、大きな声で同じ話しを繰り返すことはなかなかつらいことでもある。開

発者の“思い”はこの解決にある。 

一般的に難聴の高齢者等は、高い音域や子音の聞き取りが難しくなってくるという。図表－４の機

器は、話者側の音声を高感度のマイクを通して、対象となる難聴の人に聞き取りやすい周波数帯域に

アンプ（図表-４左の台座部分）で調整（変調）し、音の指向性が高い特殊なスピーカー（図表－４の

左）を通して軽度･中度の難聴者に聞き易くすることができる3。つまりこの機器は単なる拡声器では

ない。これが前述の“聴こえの支援”を可能とする機能である。なおマイクは写真右の棒状タイプ（ガ

ンマイク）の他にもワイヤレスタイプのものもある。この機器の活用によって、軽度・中度の難聴の

人に対して“聴こえの支援”を提供でき、円滑なコミュニケーションを支援する。 

＜活用例＞ 

この機器の活用例には様々な対話シーンがある。現在までに医療や福祉、教育現場などで導入事例

が広がっている。またＴＶでもこの機器に関する複数の報道があり、それらをきっかけに導入した事

例なども生まれている。さらに、2016 年４月からの「障害者差別解消法4」の施行でも各方面から注

目されており、施設や金融機関の窓口などで、導入事例が拡大している。 

＜効用等＞ 

この機器の導入と活用による効用は、軽度・中度の難聴の人との相対での対話シーンで、難聴の人

と話者の両者にストレスなく円滑なコミュニケーションを可能とする点にあり、両者のＱＯＬ向上に

寄与しよう。今後の研究・開発のさらなる進展によって、より高い機能を有する機器が実用化され、

高齢化が急速に進行する社会の様々なシーンで活用が進むことを大いに期待したい。 

                                                
3 「第 115 回日本耳鼻咽喉科学会総会・学術講演会」にて九州大学大学院医学研究院 耳鼻咽喉科分野チームが有用性を報告 
4 平成 25（2013）年 4月「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律案（障害者差別解消法案）」が閣議決定され、同年 6月に成立。 

図表－４ 「comuoon」（ベーシックタイプ）の外観 

（注 1）左：スピーカー(上部)・アンプ（台座部：径 86ｍｍ）の使用状態、右：マイク 

（注 2）上記のベーシックタイプの他にもワイヤレスタイプ等がある。 

（注 3）グッドデザイン・ものづくりデザイン賞 2014（中小企業庁長官賞）を受賞 

（写真提供）ユニバーサル・サウンドデザイン株式会社 
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3――ユーザー目線での機器開発と真のユーザー・ニーズ把握に向けて 

1｜３機種の開発・実用化に見る共通点 

前章では多様な福祉用具の中から、新たな価値を提供する３機種について触れた。筆者の視点で３機種

のみを抽出したが、開発の背景や機器の特長等を整理すると、各開発企業及び開発製品には幾つかの共

通点を見出すことができるようだ。その主な共通点は、 

（1）開発者の課題解決に向けた強い“思い”が開発の原動力となっている 

（2）ユーザー目線からの開発が行われている 

（3）ベンチャー企業である 

（4）機器のデザインに配慮がされている 

（5）生産・販売面では複数のアライアンスを活用している 

などである。以下で少し補足を加える。 

（1）については、それぞれの開発者が、車いすユーザーの活動範囲の制約要因、閉じこもりなどの人が感

じる孤独感、さらに難聴者との対話の課題等を的確に把握しており、その課題解決に強い“思い”を持ってい

ることが明らかであった。将来の市場規模予想も容易ではない福祉用具の探索型の機器開発を行うことには

多くのリスクや困難が伴ったと推察される。 

また、機器開発においては（2）のとおり、ユーザー目線からの課題解決を目指し、新たな技術開発や ICT

の活用などで各課題の壁を突破している点がある。同時に、機器の操作性や付加機能などにも細かな配慮

がされている。 

さらに（3）に記したとおりベンチャー企業の特長でもある機動性を活かし、有力な協働メンバーを得て、協

力企業との関係を構築しつつスピード感のある事業展開に努力がなされている。 

（4）として、各製品ともデザイン面にも工夫がされ、ユーザーが使ってみたいと思うようなユニークなデザイ

ンが施され、製品の認知や普及の点でも重要な要素となっていよう。これらを背景として各社が目指すのはユ

ーザーの課題解決とＱＯＬ向上である。 

（5）開発に特化した迅速な展開を図るために、生産や販売面では複数の企業との提携を活用している。 

これらは基本的に福祉用具であるが、コスト低減などのため、応用範囲の拡大の可能性をも有していよう。 

 

2｜真のユーザー・ニーズの把握に向けて 

一般のあらゆる新製品やサービスの開発において、ユーザー・ニーズの把握は鉄則である。しかし、

福祉用具等のユーザーである、多様な状態像の高齢者や障がい者等の持つ真のニーズ把握は、なかな

か容易ではないように思われる。このため、開発者はユーザー目線に立ってその課題解決を可能とす

る製品開発に当たることが、極めて重要である。 

また、急速に高齢化が進行する中、自立した高齢者の中にも筋力や視力、聴力等々の生理的な機能

の加齢変化によって、日常生活の様々なシーンで支障を来たす人も増えてこよう。したがって、社会

の様々な場所や状況においても、それらの課題を改善し解決する用具や機器開発をも促進する必要性

が高まっていよう。このためには、開発企業が高齢者等の持つ真のニーズや潜在的なニーズを的確に

把握することが必要である。しかし、予想外にそれらニーズ情報の収集と開発企業への情報伝達手段

が限られているのも事実であろう。 
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その数少ない貴重な機会として国際福祉機器展 の会場における一般ユーザーと開発企業の意見交

換の機会があるが、開催期間が通常３日間ほどという時間的制約もある。この点では公益財団法人テ

クノエイド協会のホームページに「福祉用具ニーズ情報収集・提供システム」があり、ネットを活用

して企業間や様々なユーザーからの福祉用具への意見やアイデアを収集・提供する取組が行なわれて

いる。 

また、国際福祉機器展の主催団体である一般財団法人保健福祉広報協会のホームページには全国の

福祉機器の常設展示場（2016 年 1 月現在で 78 ヵ所）が掲載されている。それら展示場を有する地域

で、見学可能な高齢者や被介護者、介護者等には、様々な福祉用具に直に触れ、試用して欲しいと考

える。それらの直接・間接ユーザーが様々な福祉用具等の存在を知ることは、個々レベルが直面する

介護などの課題解決に役立つものであろう。勿論、介護保険制度による要介護者や介護者の課題解決

に向けて、介護サービス事業者や地域包括支援センター等の関係者による福祉用具の活用促進の重要

性は言うまでもない。 

そのためにも、社会全体に福祉用具等の必要性や活用促進についての問題意識を高める普及・啓発

の効果的な取組がさらに必要である。そして、その延長上に、社会的レベルで介護分野の課題解決に

向けて有効な新たな価値を有する、廉価で使い易い福祉用具等を提供可能とする製品群の登場が加速

することを期待したい。 

 

おわりに 

福祉用具等の開発や活用などのテーマは、福祉用具活用の必要性がない人々の注目度はあまり高い

とは言えない。しかし、それらを必要とするユーザーには、本稿の３機種を含めて技術革新が進行す

る福祉用具等をより積極的に活用して欲しいと考える。さらに、介護サービス事業者や販売代理店を

通じて、または開発企業の担当者へ直接アクセスして、使用中又は使用を検討する福祉用具等に対す

る改善意見や、新たにこのような機器があればといった要望を強く伝えて欲しいと考える。 

そのことは、ＩｏＴやＡＩなどの革新的な技術開発が進展する中、より利便性が高くユーザーのＱ

ＯＬ向上や介護者の負担軽減にも寄与する新たな価値を提供する福祉用具等の開発・実用化を促進し

よう。ユーザーの厳しい意見や改良への意見、新たな機器開発への要望は、開発企業にとって極めて

重要な経営資源である。 
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